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概  要 

近年，国産木材の有効活用や利用促進を目的とする法律が施行され，住宅以外に中大規模木造の建設も進

み，建設業界は木材利用の追い風を受けている。研究されている CLT（直交集成板）を用いた高耐力の木造

軸組耐力壁は，CLT を柱梁などに，ビス・ラグスクリューなどで決められた本数により固定された，特定の

許容せん断耐力を持つ耐力壁である。高耐力の木造軸組耐力壁の場合，ビス・ラグスクリューの本数は多く

なり，施工時間を要する。したがって，設計時に許容せん断耐力が調整でき，施工性が良い接合機構を有す

る高耐力木造軸組 CLT 耐力壁が望ましい。 

本研究では，ドリフトピンを用いて CLT と柱を接合し，ドリフトピンの曲げ降伏を利用することで，ド

リフトピンの本数により許容せん断耐力が調整可能な耐力壁を開発し，その設計手法を考案した。一般的に

高耐力ほど破壊制御が困難であり，終局時の変形性能確保が課題となる。そこで，開発した CLT 耐力壁の

面内せん断試験を行い，耐力壁の構造・変形性能を確認し設計手法の有効性を検証した。 

検証より，開発した CLT 耐力壁は許容せん断耐力 13.72~29.4kN/m（壁倍率換算で 7 倍～15 倍）までの性

能と，1/15rad 程度までの変形性能を有しており，また考案した設計手法は安全側の設計であると判断した。

Recently the construction of medium- to large-scale timber structures is progressing with the
enactment of laws aimed at promoting the effective use of domestic timber. In some studies regarding
loadbearing walls using CLT, the CLT is fixed to the beams and columns with a specific number of screws
or lag-screws. If there are many screws or lag-screws in high loadbearing timber framed walls, the
construction time is increased. Therefore it is desirable to have high load resistance timber framed CLT
loadbearing walls whose allowable shear load resistance can be adjusted during design, and that have
connection mechanisms with good workability. 

In this study, a timber loadbearing wall was developed using drift pins to connect the columns and the
CLT, the allowable shear load resistance can be adjusted with the number of drift pins by using the
bending yield stress of the drift pins, and a design method was proposed. Normally the higher the load
resistance the more difficult it is to control failure, and ensuring the deformation performance at the
ultimate limit state is an issue. Therefore, the effectiveness of the proposed design method was
confirmed by confirming the strength and deformation performance of the developed CLT loadbearing
wall by in-plane shear tests. 

From the results of loading tests it was found that the developed loadbearing wall has an allowable
shear load resistance from 13.72 to 29.4 kN/m (converted into load factor 7 to 15), and deformation
performance up to 1/15 rad. Therefore it was judged that this design method is on the safe side. 

Development of Timber Framed CLT Loadbearing Walls Using Flexural Yielding  
of Drift Pins 

Abstract 

キーワード：CLT，木造軸組工法，耐力壁，ドリフトピン，中大規模木造 
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1． はじめに 

 国産木材の有効活用や利用促進を目的とする法

律 1)が施行され，住宅以外に中大規模木造の建設も

進み，建築業界は木材利用の追い風を受けている。 

近年，CLT（直交積層板）2,3)が木質部材として注

目されている。木造軸組の面材を CLT とした耐力

壁は，CLT を柱梁などにビスなどで決められた本

数により固定された，特定の許容せん断耐力を持

つ耐力壁である。許容せん断耐力の自由な設計手

法として，面材張り耐力壁の詳細計算法 4)があるが，

壁倍率換算 7 倍までに限定される。 

本研究では，ドリフトピンの曲げ降伏を利用す

ることで許容せん断耐力が 13.72~29.4kN/m（壁倍

率換算で 7 倍～15 倍）間で調整でき，施工性が良

い接合機構を有する木造軸組 CLT 耐力壁を開発し，

設計手法を考案した。一般的に高耐力ほど破壊制

御が困難となり，終局時の変形性能確保が課題で

あるため，開発した CLT 耐力壁の面内せん断試験

を行い，構造性能，設計手法の有効性を検証した。 

 

2． 木造軸組 CLT 耐力壁の基本設計方針 

2.1 耐力壁概要 

本耐力壁は梁-柱-土台で囲まれた軸組内部に

CLT を配置する。柱と CLT はドリフトピン（φ12，

強度区分 4.8 相当，長さ 230mm，以下 DP）のみ（以

下「DP のみ」），又は DP とシャープレート（TSP-

12，㈱タツミ製，以下 SPL）の組合せ（以下「DP

＋SPL」）で接合し，横架材と CLT は，ほぞパイプ

（GP-95，㈱タツミ製）でピン接合とする。図 1 に

DP，ほぞパイプ，SPL を示し，接合仕様と耐力壁

概要を図 2 に示す。横架材とほぞパイプは DP で固

定し，CLT とほぞパイプは固定しない。CLT は変

形時の圧縮による荷重上昇防止のため，四隅を切

欠き八角形とする。鉛直力は柱，CLT 耐力壁は水平

力のみを負担しせん断力はほぞパイプで伝達する。 

 

  

(a)DP      (b)ほぞパイプ (c)SPL 

図 1 接合具 

 
図 2 耐力壁概要 

2.2 設計ルール 

本耐力壁では，柱間寸法で幅 0.5m～1m，構造階

高は，1.8m～4.0m とする。CLT 切欠きは w/30 以上

（w：CLT 幅）とし，CLT と梁は w/2 以上接する。

柱-CLT 間の DP は CLT に対し，ラミナ中央の繊維

方向に接合し，DP（ピン径 d）間は 7d 以上とする。

ほぞパイプ（直径 D）間は 5D 以上，ほぞパイプか

ら CLT 切欠き端部までは 2.5D 以上とする（図3）。 

 

2.3 設計方法 

CLT 耐力壁の構造モデルは土台-柱-梁接合部と

土台-CLT-梁接合部をピン接合，CLT-柱接合部をば

ねとする。CLT-柱接合部のばねモデルを，CLT の

剛性 Kp と DP の剛性 Kj 及び CLT の梁や土台への

めり込み剛性 Kcvを用い設定する（図 4）。 

接合具（DP）1 つの剛性 k，木質構造設計基準降

伏せん断耐力 pa を算定する 5)。耐力壁算定用降伏

耐力 pv は， DP のみ 1.5pa，DP＋SPL1.25pa とする

（2.4 節）。めり込み剛性 Kcvとめり込み降伏変形角

θcv を算定し 6)，めり込みの二次勾配係数 a は 1/4

とする 4)。めり込み終局耐力 Pcu は設計式簡易化の

ため，めり込み二次勾配 aKcvと終局変形角θuを乗

じた値にめり込み降伏荷重 Pcv を加算する（図 5）。 

短期許容せん断耐力 Paは，降伏耐力 Py，1/150rad

時の荷重 P150，終局耐力 Pu と構造特性係数 Dsを用

いた 0.2Pu/Dsの 3 つの指標の最小値とする（式(1)）。

Pu は二次勾配まで考慮しためり込み終局耐力 Pcu

を用い，ほぞパイプ必要本数 N は，CLT のほぞパ

イプ部の支圧強度 sPa が短期許容せん断耐力 Pa を

上回るものとする。式(1)から式(16)に計算式を示す。 

 

2.4 接合具一つあたりの降伏耐力 

接合具（DP のみ，又は DP＋SPL）一つあたりの

降伏耐力 pv 確認のため，各 1 体ずつ一面せん断試

験を行った。柱材は 120 角スギ集成材（E65-F255），

CLT は 300 角スギ材（同一等級 S60），厚さ 60mm，

3 層 3 プライ，幅はぎ（ラミナ幅方向）接着なしと

した。荷重‐変形関係より pv は実験時の降伏耐力

を上回る（図 6）。 

 

 
図 3 耐力壁設計ルール 
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図 4 耐力壁の構造モデル概要 

 

 
図 5 めり込み終局耐力 Pcuの算定モデル 

 

 

図 6 接合具 1 つあたりの降伏耐力モデル化 

短期許容せん断耐力   Pa=min Py,P150,
0.2Pu

Ds
    (1) 

ほぞパイプ必要本数  N ≥ Pa

Pas

        (2) 

耐力壁の降伏耐力     Py=
n∙Pa∙w

H
               (3) 

耐力壁の 1/150rad 時の荷重  P150=
K

150
         (4) 

耐力壁の剛性         K=
1

1
Kj+Kcv

+
1

Kp

             (5) 

接合具による剛性     Kj=
n∙k∙w2

2h
               (6) 

CLT パネルによる剛性 Kp=
G∙A·H

h
              (7) 

耐力壁の終局耐力     Pu=
n∙Pv∙w

H
+Pcu           (8) 

構造特性係数         DS=
1

2μ-1
               (9) 

靭性率               μ=
θu

θv
                 (10) 

降伏変形角           θv=min θvj0,θcv0        (11) 

接合部降伏時の変形角  θvj0=θvj 1+
Kj

Kp
       (12) 

めり込み降伏時の変形角 θcv0=θcv 1+
Kcv

Kp
     (13) 

接合部のみの降伏変形角 θvj=2δv
h

w∙H
          (14) 

めり込み終局耐力      Pcu=Pcv+α∙Kcv∙θu      (15) 

めり込み降伏荷重      Pcv=Kcv∙θcv           (16) 

 

各記号は以下の通りとする 

G：CLT のせん断弾性係数（0.5kN/mm2） 

A：CLT 断面積（＝wt） 

N：CLT 上部又は下部の各ほぞパイプ必要本数 

sPa：CLT のほぞパイプ部の支圧強度 

pa：CLT-柱の接合具 1 つあたりの降伏せん断耐力 

pv：CLT-柱の接合具 1 つあたりの降伏耐力 

（DP のみ：1.5 pa，DP＋SPL：1.25 pa） 

δv：pv時の変位 

n：各 CLT-柱の接合具数 

k：CLT-柱の接合具 1 つあたりの剛性 

H：耐力壁の構造階高 

h：耐力壁の内寸高さ 

t：CLT の板厚 

w：CLT の幅（柱間内法寸法） 

W：柱間耐力壁幅 

a：めり込みの二次勾配係数（1/4） 

θu：終局変形角（1/30rad） 

θcv：めり込みのみの降伏変形角（=θθcv
h/H） 

θθcv
：三角形変位めり込みによるめり込み変形角 

Kcv：CLT-上下横架材間のめり込み回転剛性 

（＝2 Kθcv
 /h） 

Kθcv
：CLT-上下横架材間めり込みモーメント剛性 

 
 

Kj：ﾄﾞﾘﾌﾄﾋﾟﾝ接合の剛性 

Kcv：CLT の梁/土台めり込み剛性 
Kp：CLT の剛性 

(b) CLT-柱接合部のばねモデル 

(a) 耐力壁の構造モデル 
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3． 面内せん断試験 

3.1 試験体 

設計手法確認のため面内せん断試験を実施した。

変位計位置を含む試験体姿図を図 7 に示す。柱材

及び土台は 120 角ヒノキ集成材（E95-F315），梁は

120×240mm ヒノキ集成材（E105-F300）とした。

CLT はスギ材（同一等級 S60）厚さ 60mm，3 層 3

プライ，幅はぎ接着なしとした。木材の比重・含水

率はヒノキで比重 0.446（変動係数 C.V.=0.02），含

水 率 9.45% （ C.V.=2.90 ）， ス ギ で 比 重 0.376

（C.V.=0.01），含水率 6.80%（C.V.=0.36）であった。 

試験体の諸元値を表 1 に示す。柱頭柱脚は耐力

壁より先行破壊しない仕様とし，6mm の鋼板を挿

入した。柱頭は DP（φ12×L230）6 本と全ネジ（呼

び 6×L110 シネジック製）4 本を使用し，柱脚は

DP（上記同様）9 本と全ネジ（上記同様）2 本を使

用した。 

 

 
図 7 試験体姿図 

 

3.2 試験方法 

試験体は，鋼製架台に HTB（M16）で柱脚部の

金物を固定し，M16 ボルトは一度締付け後に緩め，

20N･m で締付けた。土台は鋼製架台に HTB（M16）

や両切りボルトとハイブリッドⅡ・丸座金（M16）

を用いて，幅が 500mm は 2 か所（柱心から 150mm

位置），幅が 1000mm は 4 か所（柱心から 150mm，

250mm 位置）固定した。試験体上部をオイルジャ

ッキにて水平方向へ加力した。 

載荷方法は，見かけのせん断変形角δで制御し，

1/450，1/300，1/200，1/150，1/100，1/75，1/50rad の

正負交番繰返し載荷を 3 回実施後，1/30rad の正負

交番繰返し載荷を 1 回実施し，1/15rad までプルオ

ーバーした。真のせん断変形δ0と，CLT のせん断変

形角γは対角変位の高さ h’と対角変位と柱のなす

角θを用いて以下に計算式を示す。 

 

見かけのせん断変形角 δ=H1-H2-
H V5-V6

L
       (17)  

真のせん断変形角    δ0=H1-H2-
H V3-V4

L
       (18) 

CLT のせん断変形角   γ=
R9

h'sinθ
又はγ=

R10

h'sinθ
    (19) 

 

3.3 試験結果と計算値の比較 

試験時の CLT 耐力壁の荷重-真のせん断変形δ0関

係と設計式（2 節）から得た計算値である短期許容

せん断耐力 Paと終局耐力 Pu を図 9 に示す。表 2 に

計算値と試験から得た Paと Puを示す。 

ただし，k：2.624kN/mm，pa：4.74kN（DP のみ），

pa：10.269kN（DP＋SPL），Kθcv
：104.57kN･m/rad（W

＝500mm 時），Kθcv
：952.48kN･m/rad（W＝1,000mm

時），θθcv
：0.015rad（W＝500mm 時），θθcv

：0.009rad

（W＝1,000mm 時），sPa：16.296kN 

表 2 より，試験値と計算値の短期許容せん断耐

力Paと終局耐力Puはすべて試験値より計算値の方

が小さいことが分かる。これは 3 つの理由が考え

られる。1 点目は，接合具 1 つあたりのモデル化

（図 6，DP のみ）における終局時のモデルと試験 

値の差異の影響である。 

 

試験体名称 接合種 耐力壁幅 L[mm] 高さ H[mm] ほぞパイプ本数 ドリフトピン本数 DP ピッチ [mm] 

CLT05M DP のみ 500 3,000 上下各 1 本 片列 16 本 
中央 1 か所 144 
その他 136 

CLT05H DP のみ 500 4,000 上下各 1 本 片列 23 本 
中央 2 か所 144 
その他 138 

CLT10L DP+SPL 1,000 1800 上下各 2 本 片列 6 本 
中央 1 か所 168 
その他 170 

CLT10M DP+SPL 1,000 3,000 上下各 2 本 片列 10 本 
中央 1 か所 224 
その他 228 

CLT10H DP+SPL 1,000 4,000 上下各 2 本 片列 13 本 254 

H  

H1  

H2  

V3  V4  

V5  V6  

V7 V8 

R9 R10 

θ 

120 

120 

240 ほぞパイプ 梁 

柱 柱 

ほぞパイプ 

シャープレート 

ドリフトピン 

CLT 

土台 

2,420 

L 

h’ 

柱 

表 1 試験体の諸元表 

凡例 

:変位計 
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2 点目は，計算に用いた接合具の剛性 k の算定時に

木材の弾性係数を基準弾性係数としているためで

ある。3 点目は，試験時の評価を 1/15rad で実施し

ているためである。 

図 9 より以下の 3 点が分かる。まず，初期剛性

が計算値の方が低く，安全側であった。次に，すべ

ての試験体で 1/15radまで変形し十分な変形性能を

得た。最後に，CLT05M と CLT05H と CLT10L は Pu

が計算値より試験値が大きく上振れする。 

CLT05M，CLT05H について Pu が計算値より試

験値が大きく上振れする理由としては，接合具 1 つ

あたりのモデル化（図 6）において，終局時の荷重

上昇を加味できていないことが考えられる。 

CLT10L について Pu が計算値より試験値が大き

く上振れする理由としては以下の 2 つが考えられ

る。1 点目は，耐力壁の縦横比が小さくなり，柱脚

の固定度が想定以上に高く，柱-横架材接合部のモ

ーメント抵抗が大きく影響したためである。2 点目

は，同じ変形量では縦横比が小さいと変形角が大

きく，CLT 対角方向に水平力に対する抵抗力が発

生し（図 8），土台の CLT めり込み量が多くなり，

めり込み荷重が増大したためである。 

 

 

 以上より，提案する設計法（2 節）は安全側の設

計である。ただし，柱頭柱脚の周辺部材の設計では，

終局耐力の上昇を考慮する必要がある。柱頭柱脚

での破壊はなかったことから，試験時の柱頭柱脚

仕様では十分な性能があると考えられるが，構造

階高が低い，又は幅が狭い仕様での接合部設計で

は配慮が必要となる。柱頭柱脚の周辺部材の設計

における応力割増係数，縦横比を考慮しためり込

み耐力算定式などの検討が今後の課題である。 

 

試験体名称 単位 CLT05M CLT05H CLT10L CLT10M CLT10H 

計算値 

Py kN 9.61 10.36 30.12 30.12 29.37 

P150 kN 7.15 7.36 29.27 25.29 23.44 

0.2Pu/Ds kN 6.26 6.45 30.54 25.48 23.23 

Pa1 kN 6.26 6.45 29.27 25.29 23.23 

Pu1 kN 16.09 16.79 57.57 49.25 45.32 

壁倍率換算 - 6.3 6.5 14.9 12.9 11.8 

試験値 
Pa2 kN 9.48 8.71 31.11 27.54 24.49 

Pu2 kN 25.43 22.51 77.95 56.01 46.61 

比較 
Pa1/Pa2 - 0.66 0.74 0.94 0.92 0.95 

Pu1/Pu2 - 0.63 0.75 0.74 0.88 0.97 

(a) 縦横比が 
大きい耐力壁 

梁 

柱 

土台 

水平力 

CLT 対角方向に

加わる水平力に

抵抗する力 

CLT 

変形量 

梁 

柱 

水平力 

CLT 

変形量 

(b) 縦横比が 
小さい耐力壁 

図 8 縦横比が異なる耐力壁の抵抗力の概略図 
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(e) CLT10H 
図 9 試験結果（引張載荷時の包絡線） 
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表 2 試験体の計算値と試験値の比較 
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写真 1  CLT10H 最終変形時（全景と柱脚） 

 

  
写真 2 CLT-柱の隙間と金物（CLT10H 最終変形） 

 

 
写真 3 試験体解体後 CLT 小口の状況 

（一番上：DP 仕様，下 2 つ：DP＋SPL 仕様） 

 

3.4 破壊形状 

すべての試験体で，木軸部で最終変形まで大きな

割れは発生せず，大きく荷重が低下する現象は発生

しなかった。また，ほぞパイプ部での損傷はほぼな

かった。写真 1 より終局時の土台や梁に CLT がわ

ずかにめり込むが，横架材での破壊がないことと，

図 9 より CLT 変形時の圧縮による急激な荷重上昇

もないことより，CLT 四隅の切欠きは十分であった。 

 DP と SPL は写真 2 のように変形し，CLT-柱間に

最終変形時に隙間が生じた。写真 3 より幅はぎ位置

付近に DP を設置しても，周囲の CLT 側 DP 孔と破

壊状況に変化はないことから，DP の位置は CLT の

幅はぎ位置に留意せず決定することができる。 

 

4． まとめ  

本報では中大規模木造建築物に必要な，終局時の

変形性能を有し，さらに耐力を調整可能な CLT を

用いた高耐力耐力壁及び，その設計手法を考案した。

考案した耐力壁と設計手法を面内せん断試験結果

より検証を行った。主要な成果を以下に要約する。 

①CLT 耐力壁の性能検証 

梁-柱-土台で囲まれた内部に CLT を配置し，柱と

CLT は主にドリフトピンで接合する CLT 耐力壁

を提案した。許容せん断耐力 13.72~29.4kN/m（壁

倍率換算 7 倍～15 倍）の性能を有し，さらに CLT

四隅の切欠き加工により，CLT 角が梁などにめり

込み発生する急激な荷重上昇を防ぎ，1/15rad 程

度まで耐力が低下しない高い変形性能を有する

ことを確認した。 

②設計ルールと設計方法の検証 

上記 CLT 耐力壁について設計ルール及び設計方

法を提案した。面内せん断試験結果より比較検証

を行い，提案した設計ルール及び設計方法が安全

側であると判断した。 

ただし，終局耐力が上昇するような接合仕様や耐

力壁の縦横比が小さなものに対して，柱頭柱脚等

の周辺部材の設計において，終局耐力の上昇を考

慮する必要がある。 

③CLT 幅はぎ位置の考慮 

 面内せん断試験よりドリフトピンの設置位置は，

CLT の幅はぎ位置の考慮が不要と判断した。 

 

今後は以下の課題に対して研究が必要である。 

①接合仕様が DP のみの場合において，接合具１つ

あたりの降伏耐力のモデル化について，耐力壁と

した場合の終局耐力評価の精度を高めるモデル

を検討する。 

②耐力壁の縦横比を考慮した設計方法を検討する。 

③柱頭柱脚の周辺部材の設計方法を検討する。 
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